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1は じめ に
公害防止協定(以 下、協定と略す ことがある)は1960年代か ら主に地方 自治体と地元企業の聞で締結
され てきた。初めは、規制権限のない自治体が深刻な公害問題 に対処するための苦肉の策 と考えられて
いた。 しか しながら、国の公害規制に対する上乗せや横だ し等の規制権限が 自治体に与え られた後 も公
害防 止協定は増え続け、現在その数は3万 件を越 える。著者 らによる火力発電所や鋳鋼一貫製鉄所にお
ける硫黄酸化物の排出削減にどの ような政策手段 が寄与 したかの研究の結果、公害防止協定が最 も大き
く寄与 していたことが明 らかとなった。1環 境庁編(1990)は、協定の件数が伸びている理由について、
「① 地方公共団体や住民側か ら見れば、公害防止協定によ り、当該地域社会の地理的、社会的状況に応
じたきめ細かい公害防止対策を適切に行 うことができること、②企業側か ら見て も、立地等に際 して地
域 住民の同意を得ることが、企業活動の円滑な実施を図っていく上で不可欠なもの と認識 していること
などの事情によるもの と考え られる」としている。2こ の説明は最 もらしいが、その根拠 を欠いている。
そ こで、公害防止協定の実状を探るために、植 田和弘と著者は1999年に全国全ての自治体を対象に公害
防 止協定を含む地方環境行政に関するアンケー ト調査を行ったので、そこで得 られた一次的知見 とその
若干の分析をここに報告する。
2.ア ンケ ー ト調査
ア ン ケー ト調 査 は1999年 の9月 か ら11月 に か け て 全 国 全 て の 自治 体 に郵 送 で 行 っ た。1999年12月
☆経営 学部助教授
lMatsunoandVeta(2000)、松野 ・植田(1997》、松野(1997a,b)を参照せよ。
二環境庁は2001年の省庁再編により環境省となった。
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末の時点において、n本 には47都道府県 と3252の市区町村が存在 した。本報告では簡単のために、自
治体を 「都道府県」「政令指定都市と中核市(以 下、政 令 ・中核市と略す ことがある。)」「その他の市区
町村」の3つ の範疇に分けて、分析を行 う。 この分類は、与え られた権限 と抱える人 口の規模 の違いを
反映 してお り、環境行政に関する調査の結果の分析 としては簡便かつ適切な ものであると考えられ る。
調査の費用効率性の要求か ら、都道府県と政令 ・中核市に対 しより詳細 な調査を行った。
表1ア ンケー ト回収率
自治体レベル 自治対数 回答自治体数 回収率(%)
全体 3299 1620 49.i
都道府県
市区町村
政令指定都市、中核市
{政令 ・中核市)
上記以外の市区町村
(その他自治体)
47
37
3215
?
?
?
?
?
??
1566
53.2
78.4
48.7
表1が 回収結果 であ る。回 収 結果 を従 属変 数 と し、人Ll、面積 、農 業 出荷高 、製造業生産 高 、都 道府
県 ダ ミー(後 述 の"全 体"σ)場合のみ)を 独 立変数 とした ロジ ッ ト ・モ デル分析 を、都 道府 県のみ 、市
区町村 のみ、全体 、の二 つの場 合で行 った結果 、回収率 に有意 に影響 を与 えてい るの は、 市区 町村 のみ
の場合 の人 口だ けで あった。 表2は 、市区町村 の人 口規模 別 の回収結果 で ある。 これ をみ る と、回収率
は人t.1が6.4万～25.6万の区間で変 化 してい るのがわか るが 、これ は、我 々の 「そ の他n治 体」 の範疇
に該 当す る。 しか しなが ら、該 当す る 自治体 の数 は相対 的 に少 ないた め、本稿 では この偏 りは補正 しな
いま ま結果 を報 告す る。
表2そ の他 自治体 の人 口別ア ンケー ト回収 率
回答 自治 無回 答 自 回収率人 口
対数 治対数(%)
～ 互000
1000～
2000～
4000～
8000～
16000～
32000～
6・loeo～
128000～
256000～
512000～
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?。
?
?
?
31.0
55.1
44.9
48.6
46.4
46.5
46.8
55.6
69.2
75.4
76.9
2-1基 本 的 事 実
表3は 自治体が公 二亨防止 協定 を締結 してい る比率 を表 してい る。 日本 の 自治体 の半数が 協定を締結 し
てい ること、都道府 県、政令 ・中核市 にあ って はgoo/・が締 結 してい るこ と、が わかった。
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表3自 治体の協定締結率
自治体レベル 集計対象数Y es
回答(%)
No
Yes/(Yes+No)(%)無 回 答
全体 1620 51.5 47.2 豆.3 52.2
都道府県
政令・中核市
その他 自治体
25
29
1566
84.0
93.1
50.2
8.0
6.9
48.6
8.0
0,0
1.2
91.3
93.1
50.8
表4は 、各 自治 体 が締結 している協定 の件数 を表 してい る。 我 々の 調査 の回収 率 が49.1%、表3と 表
4の 回答率 の積 が93.9%、今 回 の調査 で報告 され た各 自治 体の協定の合 計の件数 が13,950、であ るこ と
か ら、全 国の 協定の 件数 はお よそ30,257(u13,950x(1/0.491)x(1/0.939))と推 定 され る。 この数字 は、
環境 庁(1999)がい う1999年3月 時点で33,822件とい う数 字 とよ く一致 してい る。 また、 こ こに は示 し
てい ないが 、二 つ の調 査 の産 業別 の協定 件数比 率 もよ く一 致 してい る。 こ うした一致 は 二つの調査 の信
頼性 を相 互 に高め てい る。
表4一 つの自治体が締結 している協定数
集計対象自治体レベル
数*合 計
協定数
平均 中央値 最頻値 最大値 最小値
全体 7661395018。2 7 1 1020 1
都道府県
政令・中核市
その他 自治体
181669.2
2557322.9
7231321118.3
5.5
10
7
?
〔
」
?
?
65
重08
1020
?
?
?
*協定を締結しており、かっ、その数を回答した自治体数。ただし、大阪府と神奈川県の自治体は全
体の予備調査として調査を行い、そこでは協定数を直接には尋ねなかったため、ここの対象数には
含まれない。
どの レベルの自治体分類において も、… 自治体当た りの協定{半数の平均値は中央値を上回っている。
このことは、少数の自治体が全体の件数の多さに大きく寄与 していることを表 している。実際、協定が
1件だけとい う自治体が回答 自治体中19.6%である一方、わずか8%の 数の 自治体の協定が協定件数の
50%を占めている。
… 自治体の締結する協定件数が多くの 自治体において少ないことは、各 自治体が負担す る協定締結の
ための取引費用は全体としてあまり大きくはな らないことを示唆する。表2に 示 したように、78.7%の市
区町村はその人口が1,6万人以下であり、ほとんどの市区町村に とっては環境問題の源 となる事業所等
はごく少数であると考 えられる。 もし、そ うであるな ら、そ うしたご く少数の環境問題の発生源を規制す
るために不特定多数の発生源に適用可能な何 らかのルール を制定するよ りも、それら特定の発生源 と協
定を個別に締結 した方が、自治体執行部にとって費用が小さく、その意味で合理的であると考 えられる、3
協定を締結 していると答えた 自治体に対 しては、締結 している全ての協定に関して、以下の属性を尋
3それが公的主体の行動として望liしいかは別問題である
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ねた。それ らの属性 とは、協定相手先名、相手先 の業種 ・従業員数、協定締結年、最終改訂年、相手先
企業以外の協定参加者、協定内容の一般への公開の有無、追加的規制 ・努力義務 ・環境保全 ・制裁措置 ・
立入検査 ・住民参加の各条項の有無、である。 これに対 し、622の自治体(18都道府 県、24政令 ・fP核
市、580その他 自治体)が1つ 以上の協定の1つ 以上の属性にっいて回答 した。回答 された協定の数は
8964件(都道府県156、政令 ・中核市617、その他 自治体8191)であった。
表5は 、業種別の協定件数、自治体 レベル別の業種別協定数比率、業種別の締結時期別の協定数比率、
業種別の事業所従業員数別の協定数比率、を示 している。製造業企業 との協定が全体の半数以上を占め
てお り、この ことはどの 自治体 レベルにおいてもいえる。都道府県においては表の製造業1と 電力 との
協定件数が多いことが特徴である。 これ らの業種の施設は大規模であり、1960、70年代に問題 となった
伝統的産業公害問題の主な発生源である。その他 自治体においては、表の製造業2と の協定件数が多い。
これ らの業種の施設は製造業1の それ と従業員数でみて同程度の規模であるが、公害発生源 としての重
要性はよ り低いことが通常である。 ゴル フ場 と産業廃棄物処理業はより最近の問題発生源であ り、これ
らとの協定は主にその他 自治体が締結 しているといえる。
表5業 種別の協定数および関連データ
業 種 協定数
*****
自治体レベル別の業種別協 業種別の締結時期別の協 業種別の事業所従業員数
定数比率(%)定 数比率(%)別 の協定数比率(%)****
政 令 中核 そ の 他 日都 道 府 県1960
sl970s1980s1990s-30-300市 治 体 一30003001一
農業
漁業
鉱業
建設
製造業2**
製造業1*
電力等***
運輸
ゴル フ場
産業廃棄物処理
業
研究所
その他
2670.0
250.0
1241.9
2790,6
302014.9
165256.5
14517.5
3874.5
3140.0
340
47
678
1.3
0.6
1.9
0.0
0.0
2.6
0.5
34.3
22.8
3.8
25.7
4.0
0.7
0.7
5.0
4.10.034.237.028.886.911.9L20.0
0.40.0{6.08.076.090.OlO.00.00.O
l.61.847.720.729.764.030.06.00.0
4,20.025.525.848.761.235.33.50.0
42.80.137.732.429.835.051.・113.20.4
21.90.652.524.022.838.144.816.80.4
L52.952.925.Ol9.319.259.61L59.6
3.50.022.140.637.341.948.69.50.0
・1.40.03.913.183.Ol9.680.40.00.0
5.1 0.06.917.275.975.424.60.00.0
0.60.Ol5.6tl2.242.231.652.615.80.0
9.90.330.328.241.260.731.37.50.5
協定数 7278154 5806544
*製造 業1は 紙 パル プ、化学 、石 油 ・石炭 製品、窯 業 ・上石 、鉄鋼 、非鉄金 属 よ りな る。
**製造 業2食 料 品製造 、飲料 ・たば こ ・飼料 製造、衣服 ・繊維 、木材 ・木製 品、出版 ・印刷 、プラスチ
ック製 品 、 ゴム ・皮 革、金属製 品、一般機 械、電気機 械、輸送用機 械、精密 機械 よ りな る。
***電力等 は電 力、 ガス 、熱供給 か らな る。.
****協定相手先 事業所 の従業員数 は回答 が難 しい問 であ った よ うであ る。 この属性 は3,027件の協定 に
つ いてのみ得 られた。 それゆえ こ こでの比率 の分 母となる協定数は2列1≡1に示 され た 協定数 とは異 な る。
*****締結時期 別の 協定数川。
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これ らのデータは全体 として次の3つ を主張 してい る。①都道府県はより早い時期 にとて も重要 な公
害発生源に限って協定を締結 している傾向にあり、その他 自治体はより遅い時期に多様な公害発生源 と
協定を締結 してお り、政令 ・中核市はその中間にある、②公害防止 協定はそれぞれの時期の問題に対応
する形で締結 され ている、③公害防 止協定は 日本の地方環境政策においてとても広 く普及 してお り、常
套手段 といえるものになっている。
表6
協定を最 初に締結 した時期別の 自治体数比率(%)
全体 都道府県 政令 ・中核市 その他 日治体
1'1治対 数 599 18 24 557
1963-69
1970-74
1975-79
1980-84
1985-89
1990-94
1995-99
3.3
39.4
16.5
6.3
11.2
13.2
10.0
11^1
55.6
33.3
0.0
0.0
0.0
0.0
20.8
5・1.2
8.3
4.2
8.3
0.0
4.2
2.3
38.2
16.3
6.6
11.7
14.2
10.6
表6は 、各 自治体が最初の協定を締結 したll寺期の 自治体 レベル別 の構成比である。 これ を見ると、都
道府県、政令 ・中核市がその他 自治体より早くに協定を使い始めていることが確認できる。 これは、産
業施設のその他自治体への移動や新規立地、また行政 ・政策手段 と して公害防ll二協定が大きな 自治体か
ら小さな自治体へ伝搬 したためと説明できるであろ う。
図1は 、公害防 止協定が どれだけ頻繁に一般 に公開 され ているか、および、各種の条項がどれだけ頻
繁に協定に含まれているかを示している。
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図1協 定の公開と各種条項の規定頻度
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こ こ で は 各属 性 毎 に 無 回 答 で あ る協 定 は 除 外 して 百分 率 を 計 算 して あ る 。 百 分 率 の 分 母 とな る 協 定 の数
は 、各 属 性 の 図 にお け る左 か ら右 の 順 に 、 都 道 府 県 の 協 定 は 、155,151,156,156,156,156,i55,政
令 ・tli核市 の 協 定 は 、35t,tl70,602,607,607,607,554、そ の 他 自治 体 の 協 定 は 、5684,6055,5957,
6350,6261,6558,5544とな っ て い る。
全体 と しては、都 道府 県の協定 は、 よ り頻繁 に追加 的規 制、立入検 査、制 裁措 置の規 定を取 り込 んで
お り、よ り権威 主義的 な もので ある といえ る。 一方 、その 他 自治体 の協定 は、追加 的規制 の条項 を あま
り含 まず 、そ の代 わ り、住民参加 、環境 保全 の条項 を よ り頻 繁 に含ん でお り、紛 争の回避 ・解決 を 日的
と した もの と考 え られ る。政 令 ・中核 市の協 定はそれ らの[li間的 な もの とい える。
2-2他 の 行 政 手 段 と の比 較
地方 自治体がその行 政区内の環境 を改 善 しよ うと した場 合、 主に三つ の"行 政 手段"が 存 在す る。 そ
れ らは、条例、指導要 綱、協定 であ る。 この 分類 は、それ らを導入す る際 の手続 きの違 い、それ ゆえ、
法的効力 の違い、 に基 づ く もの であ る とい える。 条例は地 方議 会の議 決 を経 て、 その地域 の全 ての主 体
を拘束す る。 指導 要綱 は、 自治 体執行部 内部 に よ り決定 され る ため、その よ うな拘束 力は もたない。 し
か し、 これは名 目的な ことであ り、現実 的に は、企 業は 自治 体執行 部か らの何 らかの 場面 での 仕返 しを
恐 れて指 導要綱に従 うとい う意味 で拘束 力 を持 つ場合 が しば しばで ある と理解 されて い る。 この ため 自
治 体執行部 は、指導 要綱 を乱川 してい る と批 判 され ることが 多い。協定 は、自治 体 と個別企 業llllで交渉 ・
締結 され る契約で あ り、い ったん締 結 され る と締結者 を拘 束す る。 協定が契約 である とい う解釈 は、学
説お よび判 例の 多数 派に よ り支持 されて い る,,1こ れ ら3つ の行政手段 を"政 策手段"と して、それ ら
の実際 に基づき分類す るな らば 、条例 と指導 要綱 は指 令統制型 手段(直 接規 制)で あ り、 協定 は 自主的
協定(ボ ランタ リー ・アグ リー メン ト)と す る ことが でき よ う。 しか し、"指令統 制型"や"自 主的"と
い った言 葉は、我 々が 」二で行 政手段 の分 類の基 準 とした、各 手段が尊 人 され る手続 きを形容 した もめで
あ り、意味 のあ る言い換 えとは思 われ ない。 これ らの 自治 体が用い て きた 、そ して用い てい る諸手段の
内容 は、様 々な付 帯規 定 を伴 う排}1{基準や 技術指 定で ある とい う点 で共通 している。5そ こで公 害防ll二
協定が その他の手段 と異 なる点 は何か とい えば、 条例や要綱 が 、潜 在的 な もの も含 めて、 匿名 の不特定
多数の企業 に画…的 に適用 され るのに対 して、それ は個別 の企業 にのみ道 川 され る とい う点 であ る。
これ ら手段を地方 自治体が どの よ うに用い てい るか見 てみ る。表7は 、各 手段 を環 境行政 に用 いてい
る1'1治体の比率で ある。
:厚生省 ・環境庁編(1971)、北村(1997)、原m(1gn4}、阿部(199.5)を参照されたい。
5その意味で、追加的規制条項なしの漉定は付帯的な条項のみからなっているともいえる.条 例による経済的手段はつい最近まで自治
体には許されていなかった.経 済的手段はまた協定によっても要綱によっても導入された実績はみあたらない。
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表7
各手段の環境政策における使用頻度(%)
条例 指導要綱 公害防tE協定
都道府県
政令 ・中核市
その他自治体
100
87.5
N/A
78.3
68.2
N/A
91.3
93.1
50.8
表には、各 手段 に関す る問 に回答 しなか った 自治体 を除 いた自治 体数 を分 母
とす る百分率 を示 して ある。条例、要綱 、協定についての分母 となる 自治体数
はそれぞれ 、都道府県 では、23,23,23,政令 ・中核 市では、24,23,29で
ある。 また協定 について の、その他 日治体 では、1547である。
N/A:調査 してい ない。
そ の他 自治体には 、公 害防止 協定につい て しか、尋ね てお らず、 この点は我々 の調 査の弱点 であ る。
表 よ り、要綱は用い られ てい る頻度は低 いこ と、全 ての都 道府県が条例 を用いてい るこ とがわか る。
っ ぎに、各 手段の相 対的 な長所 を知 る ため に、 自治体に18の 項 目につ いて各 手段 を評価す るよ う求 め
た。 ここで も、その他 自治 体 に対 しては 、協定 につい てのみ の評価 に とどま り、 条例、要綱 につい て も
尋ね たの は都道府 県 と政令 ・中 核市に対 して であ り、 ここでの分析 はそれ らのデー タに よらざるを得 な
い。6
調査 では、18の 特徴 を表す 記述 の 当ては ま りの 良 さを、強い 肯定、弱 い肯定 、弱 い否定、強い否 定の
4段階 で回答 して も らった。 ここで示す分析 では、それ らに順 に得点1,2,3,4を 与 え、 これ らの数値
を基数 的 に扱 った。 自治 体が行 った評 価 は定性的 な ものであ り、それ らの回答 を基数的 に扱 う、例 えば
1と2の 差 と3と4の 差 を等 しい もの と扱 う、 とい うこ とは正 しい こ とではない。 しか しなが ら、 その
限界 に注意 するな らば、そ うす るこ とは 回答の強 さの違 いを分 析に取 り込む ことを可能 にす るた め、我 々
は これ を採 用す る。7具 体的には、次式 のEix-Ei,がゼ ロと有意に異 なるか を検 定 した。 ただ しEj,と
Eiyはそれぞれ 手段xと 手段yに 対 して特徴iに ついて与 え られ た得 点 である。 モデルは次の よ うに
な る。
Eix-Ei}二b+燈 舌L項.
た だ し 、i=表8の 特 徴1-18,
(x,y)=(条 例,協 定),(条 例,要 綱),(協 定,要 綱).
らこうした点を改善するために筆者は2001年7月にその他自治体に対し追加的な調査を実施した。その結果は現在分析中である。7我々のデータについて、この方法で得られた結果が基数性を仮定しない別の方法で得られた結果と整合的であることは確かめられて
いる7具体的には、従属変数Yを 、もしEi,-Eiy<0ならY=1、そ うでないならy=o、とし、独立変数を定数のみとし、ロジット
モデルを用いた分析を行った。そして、推定された定数が危険レベル10%で 正でない場合は手段xは手段yよ りも優れていると判断
した。この手続きはxとyに ついて非対称であるため、われわれは(x、y)と(y、x)の 両方の組にっいて同じことを行い、それ
らを統合 して最終的な結果とした。その結果、そこで得られた結果は、本文で示しているものより、より控えめな結果であった。すな
わち、この基数性を仮定しない方法で判断された3つ の手段の違いは、本文の方法でも同様に違いと判断されたが、逆はそうではなか
った。わずかに2っ の例外はあったがそれは本文での方法の危険レベルを5%か ら8%にゆるめれば克服されるものであった。結局、
我々が本文で用いている方法は、自治体による評価の基数性を仮定しない方法とも整合的であり、かつ評価の強さの違いを結果に反映
するのに成功しているといえる。
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よ り詳 しくい えば、我 々は、 上の式 のbが 有意 にゼ ロ と異 な るか をt検 定 に よ りテ ス トした。 もしb
が 有意 に正/負 であ るな らば、手段xは 手段yよ りも特徴iに つい て劣 ってい る/優 れ てい る、 とい う
こ とがで きる。表8に あげた18の 特 徴は全て 、何 らかの意味 で 自治 体執行部 に とって"よ い"も の で あ
る ことに注意 され たい。結 果 は表8の 右 側の3列 に示 した。 そ こに は、 よ り優れ てい ると判 断 され た 手
段 が表示 され てい る。 また、そ こに示 され て いる アス タ リス クは1っ の場 合が危 険 レベ ル5%、2つ の
場 合 が1%を 表 してい る。 手段 の横 のカ ッコの 中 は、都道 府 県 と政令 ・中核 市の デー タを別 々 に同様 に
検 定 した場 合 の結果 で ある。都道府 県/政 令 ・中核 市の み で危 険 レベル5%で 有意 な場 合 は"p"/"c"、
両者 に置い て有意 な場 合は"pc"と 記 して あ る。 それ らに該 当 しない場合 がcc-"で あるuそ れ ゆえ、
㌔rd*(p)"とある場 合 には、主 に都 道府 県に よる高い評価 の ために条 例の方が優れ て い ると評価 され た
と考 え るこ とがで き る。 また 、全 体のデ ー タを用い た場 合 には 手段 の優 劣に有意 な差 はな い と判 定 され
た ものの、都 道府 県のデ ータだ けを用 いた場合 には 協定が有意 と判 定 された場 合には"一(PCA(p)〉"と
い うよ うに表 記 して あ る。
表8各 種特徴に関する条例、協定、要綱の優劣
特 徴
1.強制力がある
2.民主主義的手続きを踏んでいる
3.被規制企業間に不公平がない
4。制定過程が透明である
5.企業との交渉 ・協議が不要である
6.被規制企業の環境意識を向上させる
7.工場の新増設などに関 して住民からの理
解が得やすい
8.対策技術に関して企業からの情報を得るこ
とができる
9.新しい規制方式の実験ができる
10.公害 ・環境対策技術の技術革新を促進する
11.規制の発案か ら導入までの時間が短い
12.議会対策が不要である
13.国との協議が不要である
14.被規制企業の協力を得やすい
15.被規制企業の資力に応じた規制が行える
16.法が未整備の場合に必要な規制を行 うこ
とができる
17.地域の経済的状況に応 じたきめ細かな規
制を行うことができる
18.地域の地形的 ・地理的 ・気象的特性に応
じたきめ細かな規制を行 うことができる
P(erfoct)
P(tgt)
i-u
P(1gt)
P(cost)
P(effect)
順 位特徴の次元
条例 要綱 協定 条例一協定
臥 三:
1日 目 ・・d**(,・)
i-u
P(effecO
曜撫
_「 自聯 竺
・¶22灘 剛
P(efrect)召
$
P(cost)
P(cost)
P(cost)
P(effoct)
1-U
l
l■1-
・2懸 一
1麟驚
111
2PCA**(pc)
22 pCA**(pc)
条 例 一 要 綱 協 定 一 要 綱
ord**(pc)PCA**(pc)
ord**(pc)PCA**(pc)
ord*(P)gdl*(c)
ord**(pc)一一(pCA(P))
-gdl**(pC)
or〔i**(P)PCA**(pc)
9d1**(c)
gdt**(pc)
gdl**(pc)
9(ll*(11)
ord*(P)
gdl**(PC)
ord*(P)
pCA**(pc)
PCA**(c)
9dl*(P)
一(pCA(c))
gd1**(c)
一(PCA(P))
PCA**(P)
pCA**(pc)
PCA**(P)
PcA*(一)
pCA**(一)
1)CA*.*(P)
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i-u:適用 が 個 別 的 か 画 一 的 か,p(effect):導入 手 続 きの 効 果,p(1gt):導入 手 続 きの 正 当性,p(c・st)=
導 入 手 続 き の コ ス ト.#:強 制 力 の な さに よ る,##:強 制 力 が あ る こ とに よ る,$;要 求 の 厳 し さ、 イ ン
セ ン テ ィ ブ の 継 続 性.
ord=条例,gdl:要 綱,PCA:協 定 。p:都 道 府 県,c:政 令 ・中 核 市 。*:危 険 レベ ル5%,**:危 険 レ
ベ ル1%。
二 者 間 比 較 を 行 うた め に は 、 当 該 特 徴 に 関 して 、 比 較 す る手 段 両 方 に つ い て 回 答 が 得 られ て い な く て は
な らな い。 分 析 に 用 い られ た 都 道府 県 の 数 は 以 下 で あ る。
"条例 ・-bM定"につ い て は,22,21,21,20,19,20,19,16,12,15,16,20,19,21,18,20,16,18,
't条例 一要 綱"に っ い て は,23,21,22,21,19,21,19,16,17,18,19,22,21,21,18,22,16,19,
"協定 一要 綱"に つ い て は,22,20,21,19,18,21,20,16,12,16,19,20,18,21,17,20,16,IZ
分 析 に 用 い られ た 政 令 ・中核 市 の 数 は 以 下 で あ る。
"条例一協 定"に つ い て は ,26,26,25,26,23,25,23,23,23,24,22,24,24,25,25,24,25,25,
"条例 一要 綱"に つ い て は ,26,26,25,26,25,25,24,23,25,24,23,24,24,26,25,26,26,26,
"協定 一要 綱"に つ い て は ,26,26,24,26,23,'25,24,25,23,26,24,24,24,25,24,24,25,25.
主 た る 計 算 は 、都 道 府 県 と政 令 ・中 核 市 の 両 方 のデ ー タ を 用 い て 行 った 。
2つ の手段 間 の比較 に基づ いて 、各 特徴 に関す る順位 付 けを行 った。 全体のデ ー タセ ッ トを用 いて 、
少 な くと も危 険 レベル5%に おい て優 劣 に差 が あ る と判断 され た場合 に、差 があ る もの と した。 この結
果 も表8に 示 して ある。 よ り小 さい数字 はそれ が よ り高 く評 価 され てい る ことを示 してい る。2つ 以 上
の手段 が 同 じ数 字 を 与え られ て いる場合 は、それ らには評価 に有意 な差 が ない こ とを示 してい る。 ある
手段 が他 の2つ よ りも単独 で高 くまた は低 く評価 され てい るば あいには、 当該 セル にそれ ぞれ薄 い影 、
濃 い影 が つけて ある。
条 例は 、1.強 制 力、2.民 主主義的 手続 き、3.被 規制著 聞 の公 平性、4.制 定 過程 の透 明性 、 に関 し
て、他の2つ よりも優れ てお り、ll.導入 までの時 間の長 さ、12.導入 に対 す る議会 対策の必要性 、13.
導入 に つ いての国 との 協議 の必要性 、15.規制 の各企業 の資力 に関す る柔軟性、 につ いて他 の2つ よ り
も劣 ってい る。
指導 要綱 は、9.新 しい規制 の実験 を行え る、IL導 入 までの時間の短 さ、に関 して他の2つ よ りも優
れてお り、1.強 制 力、2.民 主主義的手続 き、6.被 規制 主体の意識 の向一ト、14.被規制主体 か らの協力 、
16.不備 な法の補完 、 とい う点 にお いて劣 ってい る。
最 後 に、公 害防 止協定 は、7.住 民 の企業操 業へ の理解の 獲得 、8.情 報 収集 、13.導入 について の国
との協議 の不必要 さ、そ して15.17.18.の企 業iの資力、地域 の経 済状況 、地域の 自然状況 についての
規制 の柔 軟性 、 とい う点 で他 の2つ よ り優れ てお り、3.被 規 制巷間 の公 平性 、5.尊 人 について の企 業
との交渉 の必 要性 、 につい て劣 ってい る。
特 に1960年代末 、70年代 初 めについて、公 害 防」1二協定 はその企業 に対する非常 に厳 しい 要求のため に
公害防 止技 術の革新 に寄与 した とい うことが しば しばい われ る。 しか し、我 々の結果 は、現時点 にお いて
は地方 自治 体は公 害防11二技 術 革新 を促す とい う特性 に関 して、条 例、指 導要 綱、 協定の間 に特 に差 は無
い 、 と見 てい る。
さて ここで 、分 析 を さらにすす め る手 立て と して、18個 の特 徴の次元の グルー プ分 けを行 う。 条例 ・
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指 導要綱 、協定は互 いに、そ の 「導入のた めの手続 き」、 「適用 が不特 定多数企業 に画… 的 に行 われ るか、
そ うで な く個別単位 であ るか 」、 とい う点 について異 な ってい る とい うこ とはすで に議 論 した。
特 徴1,2,4,5,11,12,13は明 らか に導入 の手続 きに関係す る。我 々の調査 におい て、公 害防 止 協定締結
のため の有 用 な情 報の 入手先 と して最 も多 くの 自治 体が あげた のが協定締 結相 手で あ る企 業で あ ったか
ら、特徴8〈 情報収集)も 導入 手続 きに関す る特 徴 とす るこ とが出来 るであ ろ う。s特 徴6と14も 導入
手続 きに関係 す る と思われ る。 なぜ な ら、指導要綱 が特徴6(環 境 意識の 向上)や14(企 業の協 力の獲
得)に っ いて他の2つ よ り評 価が低い のは、他の2つ はそれぞれ 議会や相 手企業 の承認 を得 てい る とい
うことに関係す る と考 え られ るか らである。また 、特 徴9(実 験 σ)容易 さ)と16(不 備 な法の補完)も
間接i的なが ら導入 手続 きに関係 す る と思 われ る。 なぜ な ら、特 徴9に つ いては要綱 が高 く評価 され てい
るが、 実験 とい うものの性質 上、強制力 を持 たない方 が適 してい るた め と考え られ る。 また特 徴16に っ
いて は、要綱 が低 く評 価 され て い るが、不備 な法 を補完す るものには ある程度 の強制 力 がな けれ ば環境
が危機 に瀕 す る とい うこ とだ と理 解 でき る。 強 制力が あ る、 とい う特徴1は す で に述 べ た よ うに導入 手
続 きに関係す るわけで あるか ら、特 徴9と16も 結 局、導入手続 きに関係す る特徴 とい うことが出 来 よ う。
一方 、特 徴3,15,17,18は明 らか に手段 の適用が 不特定多数企 業 であるか個別 企業 で あるか に関 係す る。
特 徴7(住 民理解 の獲得)も この適用 対象の違 い に関 係す る と思われ る。 なぜ な ら、個別 企業 と結ぶ と
い う点 が協定 が この特徴7に ついて高 く評価 され てい る理 由で ある と考え られ るか らであ る。
とこ ろで特徴10(技 術 革新の促進)は 、その手段 が要求す る対策 の厳 しさや汚染 削減 のイ ンセ ンテ ィ
ブの継 続性 と関係す る と考 え られ 、導入手続 き とも、適用対 象が不特定 多数であ るか個別 で あるか とも、
関係が無 い と考 え られ る。 また 、それ ゆ え自治 体の評 価 もこの特徴 に関 しては3つ の手段 に差 が無 い結
果 とな った と思 われ る。
個別 的な適用 か否か とい う次元 に関 しては 、公 害防 止協定 は 、個別 的 に適用 され るが故 に、企業 の資
力、地域 の経 済 ・自然 状況、 に対 し柔軟 に対 処す る ことを可能 と し、企 業操業 へ の住 民の理 解を得 る こ
と も容易 とす る一ー一方 、被 規制著 聞の不公 平を招 くといえ る。9
導入 手続 き とい う次元 に分類 され た特徴 は さらに、3つ の グルー プ に分類 す る こ とが 出来 る。特 徴
1,6,8,9,14,16は「手続 きの効果」、特 徴2と4は 「手続 きの正当性」、特徴5,ll,12,13は「手続 きの コ
ス トj、に関係す る と出来 よ う。
導入 の速 さを表す 特徴Uは 直接 的に導入手続 きの コス トを表 している とい える。III治体は、実際 に基
づいて、指導 要綱 を最 もコス トの少ない もの、 協定が次 、最後 が条例、 と判断 してい る と考 え られ る。
協定は、議会 の承認 も中央 政府 との相談 の必 要 もないが 、相 手企 業 と交渉 し合 意 しな けれ ばな らない。
協定導入 の コス トは対象企 業が増加 す る と増 加す るが、 条例や 指導要綱 はそ うでは ない。 それ ゆえ、す
でに述べ た よ うに、ひ とっの 自治体 が締 結 して いる協定 の数は 少な く、 この こ とは合理 的 であ る。 最 も
～協定相手企業の次に多くあげられたのは、他の自治体、であった。
"指導要綱は特徴3と15に ついて協定と条例の中間に評価されていることから、その適用は完全に画一的なものともいえぬものなの
かも知れない。要綱は強制力が弱いため、守らない企業もあるのかもしれない。こうしたことは調査以前の著者の理解とは異なったも
のであった,
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導入 コス トの安い指導要綱は、その代わ りに手続 きの効果や正 当性の点で他の2つ に比べ劣っている。
例外は、実験の容易 さであるが、これは強制力のな さとい う短所に出来 している と考え られ る。情報収
集の容易 さは企業 との交渉 により得 ることが出来 るが、交渉は自治体に とって コス トとなる。 このよう
に手続 きの コス トと手続きの効果や正当性 は トレー ド・オフの関係にあることがわかる。
しか しなが ら、協定が優れているとされた各種の柔軟性および住民理解の獲得の容易 さは、よりコス
トをかけたとして も条例や指導要綱によっては得 るこ とができないものである。なぜな ら、それ らは協
定の個別企業への適用 とい う属性に由来するからである。それゆえ、この個別企業への適用に由来する、
諸柔軟性(企 業の資力、地域の経済状況、地域の 自然状況に対する)と 住民理解の獲得の容易 さが公害
防止協定の有利 さの核 となるものであ り、条例による規制の権限が与え られた後 も自治体に協定の使用
を続けさせているものなのである。10被規制企業との交渉は協定以外の手段の導入にあって も見受け ら
れることであ り、情報入手の容易さとい うのは協定締結交渉の副産物 と見ることもできるであろ う。
もちろん、各手段の相対的な長所 とい うのは表8に 示す ようにより複雑なものであ り、その時その時
に 自治体に与えられた条件により変化するものである。 しか しなが ら、協定の長所の源泉 と判断された
個別的適用 とい うのは、自治体執行部にとて も大きな裁量を与えるものである。 これまで 日本の公害防
止協定は、一般 にも学界にも環境改善に寄与 した もの として肯定的に受 け止められて きた。 しか し、大
きす ぎる裁量が もた らす問題のような否定的な側面についてはあまり語 られてこなか った。 こ うした点
は今後の課題である。
3.結 論
本論の主たる主張はH本 の公害防止協定のその他の行政手段 に対す る優位性は特定企業 との個別的締
結に由来す るとい うことである。個別的締結は、被規制企業間の不公平を生むが、各企業の資力、地域
の経済的 ・自然的条件、に対する柔軟性 を与え、また、当該企業の立地 ・操業への住民理解の獲得を相
対的に容易にする。その他の相対的長所 は条例や要綱によって も一定の コス トをかけることにより得 る
ことができる。
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